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要 旨  
 本 研 究 は ,日 本 の 小 学 校 通 常 学 級 に 在 籍 し , 特 別 支 援 教 育 の 対 象
と な る 発 達 障 害 児 に 対 し , 平 成 29(2017)年 度 に 行 わ れ た , 学 校 適
応 支 援 の た め の 作 業 療 法 評 価 の 実 態 を 調 査 す る 事 を 目 的 と し た . 日
本 作 業 療 法 士 協 会 に , 職 域 を 「 発 達 障 害 」 の 「 臨 床 」 と 登 録 し た
1,594 名 の 作 業 療 法 士 を 対 象 に , 質 問 紙 に よ る 全 数 調 査 を 行 っ た .
有 効 回 答 は 324 件 で 有 効 回 答 率 は 20.3%で あ っ た . 結 果 よ り , 日 本
の 発 達 障 害 児 に 対 す る 作 業 療 法 は , 医 療 法 関 連 施 設 , お よ び 児 童 福
祉 法 関 連 施 設 の 双 方 で 実 施 さ れ , 多 く の 評 価 は , 感 覚 統 合 理 論 を 基
盤 と す る 評 価 と DTVP 視 知 覚 発 達 検 査 を 組 み 合 わ せ て 実 施 し て い た . 
ま た 最 も 利 用 さ れ て い る 評 価 は 臨 床 観 察 で , 標 準 化 し た 評 価 の 活 用
は 少 な か っ た . 









は じ め に  
近 年 日 本 で は ,  小 学 校 通 常 学 級 に 支 援 を 要 す る 発 達 障 害 児 が 多 く
在 籍 す る 事 が 示 さ れ 1 ) ,  専 門 的 な 知 見 を踏まえた 特 別 支 援 教 育 が求
められ て い る .  ま た 学齢児 の 学 校 に おける不適 応状況は ,  就学早期
に 発生し ,  遷延しやす いこと から ,  就学移行 期 よ り継続し た 支 援 の
あ り 方 が 検討さ れ て い る 2 ) .  学 校 参 加 は社会 的 な 観点から ,  「生
活・人生場面への 関 わ り 」 と し て 3 ) ,  学齢期 の 「 参 加 」 と捉えられ
る が ,  学際的 な領域 で は 「 学 校 適 応 」 と し て 検討さ れ てきた .  心理
学 は 「 適 応 」 を ,  「主体と環境の 調和的環境」 と定義し 4 ) ,  教 育 学
で は 対 人 関係やソー シャルスキルと 関 連づけ 5 ) ,   Perry らは ,  学齢
児 のコンピテ ンス研 究 から「 学 校 適 応 」 を ,  「 学 業 的機能」 ,  「社
会 的機能」 ,  「 行動的機能」 の 3 つの構造に よ る と 示 し て い る 6 ) .  
対 し て 作 業 療 法 で は ,  発 達領域 の 特徴的 な 評 価 に ,「社会生活 適 応
（対 人 関係・集団内人 間 関係・役割行動など） 7 )」 が含ま れ て お り ,  
「 参 加 」 の もつ社会 的 観点を踏まえて ,  対 象 児 の 適 応 評 価 を 実 施 し
て い ること が考えられ る .これらは 作 業 療 法 が 「 適 応 」 を ,①病状と
治療 法 の 適 合 : ind i cat ion ,  ②困難への 対処と共存 : c op ing ,  ③心身の
環境への 適 合 と 調整 : ad justment ,  ④環境と の 調和 : adaptat ion の 4
つの 観点で捉え ,  そこに あ る環境に馴染むこと  ( adaptat ion )の み
で は な く、主体的 に 人 が環境に働きかけ ,  環境自体を変化 さ せ るこ
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と に よ り (ad justment )  困難への 対処と共存 ( cop ing ) ,  そし て変化 を
促す 「 適 応 的変化 :Adaptab le  change」 を ,  その概念に含め て い る
こと を 基 盤 と す る 8 ) .  
発 達 障 害 児 の 学 校 適 応 支 援 は ,  作 業 療 法 士 の重要 な介入領域 の 1
つで あ り ,  アメリカ作 業 療 法 協 会（ The  Amer ican  Occupat iona l  
Therapy  Assoc iat ion :  AOTA）は ,  Schoo l -Based  Pract i ce と し て 対
象 児 の 学 校 適 応 支 援 を 基 盤 と し た 作 業 療 法 の 実践を提唱し て い る
9 ) .  そし て一般社団法 人 日 本 作 業 療 法 士 協 会（以下 ,  日 本 作 業 療 法
士 協 会）は ,  「第三次作 業 療 法 5 カ年戦略」 で ,  特 別 支 援 教 育への
参画促進を第二次よ り継続し て重点項目 に挙げて お り 1 0 ) ,  京 都府
作 業 療 法 士 会 特 別 支 援 教 育 OT チームは , 作 業 療 法 士 の 通 常 学 級 に
対 す る 学 校巡回 支 援 を想定し た 観 察チェックリストを公開し , 学 校
作 業 療 法 士 の必要性とモデルを 示 し た 1 1 ). ま た 対 象 児 の 支 援 を焦
点化 す る た め に , 感 覚 統 合 理 論 などを 基 盤 と す る 多様な 評 価 がこれ
ま で開発 さ れ てきた 1 2 , 1 3 ） .   
し か し 日 本 で 学齢期 の 作 業 療 法 を 検討す る 研 究 は 少 な く 1 3 ) ,  これ
ら評 価 の 活 用 など , 日 本 で 通 常 学 級 に 在 籍 す る 発 達 障 害 児 に 対 す
る , 学 校 適 応 支 援 を 目 標 と し た 作 業 療 法 の構成概念は明確で は な
い 7 ) . それらは 対 象 児 に 対 す る 作 業 療 法 の ,  効 果判定の 障壁に も
繋が っ て い ること が考えられ る 1 4 ) .  
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これらの背景よ り ,  本 研 究 は ,  2017（平 成 29）年 4 月 1 日 から
2018 年 3 月末日 ま で の 期 間（以下 ,  平 成 29 年 度 )に 発 達 障 害 児 を
対 象 と し ,  就学前の幼児 に 対 す る 「就学 支 援 」 と ,  学齢児 に 対 す る
「 学 校 適 応 支 援 」 の 2 つの 観点に お い て , 日 本 で 実際に 行 わ れ た
作 業 療 法 評 価 の 実 態 を 調 査 し , その 結 果 から日 本 の 作 業 療 法 士 に
よ る 学 校 適 応 支 援 の構成概念と現状を 検討す ること を 目 的 と し た .  
本 研 究 の意義は ,現在進行 す る 学 校 作 業 療 法 士モデルに お い て 11 ) ,
日 本 の 特 別 支 援 教 育 に おける 作 業 療 法 士 の役割を明確に す ること で
あ り , ま た 発 達領域 の経験年 数 の 少 な い , あ る い は 通 常 学 級 に 対
す る 学 校巡回 の経験の な い 作 業 療 法 士 に 対 し て , 一定の 基 準 で 特
別 支 援 教 育 に 関与す る 観点を 示 すこと で あ る .  
研 究 方 法  
1 .本 研 究 に お け る 操 作 的 定 義  
本 研 究 で 「 学 校 」 と は ,  対 象 児 が就学 ,  ま た は 在 籍 す る ,  日 本 の 小
学 校 の 通 常 学 級 と し ,「 発 達 障 害 児 」 と は ,  小 学 校 の 通 常 学 級 に就
学 す る ,  ま た は 在 籍 す る 特 別 支 援 教 育 の 対 象 児 童 のうち ,  特 別 支 援
学 校への就学 が 見込ま れ る 療 育手帳の所持など ,  全 知能指数 : IQ70
未満の 知 的能力症と ,  身体障 害手帳の所持など肢体不自由や内部疾
患等を 合併す る 児 童 を除き ,  DSM-5 に 準拠す る神経発 達症の あ る 子
ども と し た 1 5 ) .  障 害 児 通所施 設 を 利 用 し ,  受給者証は もつが ,  診断
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名 を も た な い 児 童 は含め た .  これらは 調 査 対 象者への依頼文 に記載
し 調 査 協力に あ た り 理解を得た .  
ま た 「 学 校 適 応 支 援 」 につい て は ,  就学前の幼児 に 対 す る 「就学
支 援 」 と ,  学齢児 に 対 す る 「 学 校 適 応 支 援 」 の 2 つの 観点からの 回
答 を求め る旨を依頼文 に記載し ,  その定義は 示 さず ,  日 本 の 作 業 療
法 士 が個々に捉える 発 達 障 害 児 の 「 学 校 適 応 支 援 」 に必要 な 評 価
を ,  広く集約す る 事 を 目指し た .  
2.研 究 対 象 者 の 要 件  
平 成 29 年 度 に ,  日 本 で 発 達 障 害 児 に 対 す る 作 業 療 法 を 実 施 し た 作
業 療 法 士 と し た .  
3.調 査 方 法  
日 本 作 業 療 法 士 協 会 に 研 究 協力の依頼を 行 い ,  規定に則り 会員所
属名簿の 検索コードよ り ,  業務内容を 「 01 臨 床 」 ,  専 門分野を
「 03 発 達 障 害 」 と し て抽出し た 作 業 療 法 士 1 ,594 名 1 6 )全員を 研 究
対 象者と し ,  質 問 紙 に よ る 全 数 調 査 を 行 な っ た .  
研 究 対 象者の所属す る 全国 796 施 設 の 施 設長宛に 研 究 協力の依頼
を 行 い ,  研 究 対 象者へ研 究 協力依頼 ,  回 答 用 紙 を含む質 問 紙 ,  そし
て返信用封筒の 調 査セットを送付 し た .  ま た 回 答 は ,  同内容をオン
ライン 回 答 ,  ま た は依頼時に配布し た返信用封筒に て返送す る郵送
法 を ,  回 答者が選択できる ように し た .  
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データ収集期 間 は 2018 年 6 月 18 日 から 7 月 31 日 で あ っ た .   
4.調 査 内 容  
調 査 は 研 究 協力の依頼文 に て ,  本 研 究 の 目 的 ,  操作 的定義 ,  調 査 協
力の手順 ,  ま た倫理規程等を説明し た上 ,  『作 業 療 法白書 2015』
のアンケート項目 を 基 に 7 ) ,  著者らが 本 研 究 用 に開発 し た 質 問 紙 で
実 施 し た .  質 問 紙 の 設 問 は ,「Ⅰ .平 成 29 年 度 の 回 答者の 職務状況等
属性」 ,「Ⅱ .発 達 障 害 児：幼児 に 対 す る就学 支 援 を 目 的 と し た 作 業
療 法 につい て 」 ,「Ⅲ .発 達 障 害 児：学齢児 に 対 す る 学 校 適 応 支 援 を
目 的 と し た 作 業 療 法 につい て 」 ,と し た .  設 問毎の項目 を表 1 ,2 ,3 に
示 す . 回 答 方式は 多肢選択法 と し , 評 価 の選択肢は , 現在 日 本 で
使用 さ れ て い る 発 達 障 害 児 を 対 象 と し た 評 価 を集約し 1 2 , 1 7 ) , 質 問
紙 に添付 し た . 質 問 紙 に添付 し た 評 価 の選択肢を表 4 に 示 す . 発
達 障 害 児 を 対 象 と し た 評 価 は , 他職種も 活 用 す る心理 検 査 が 多 く
含ま れ た .  その た め 作 業 療 法 評 価 と 別 に ,「 作 業 療 法 の 参考と し た
他部 門 評 価 」 を 質 問項目 に 加え ,  これら心理 検 査 を ,  日 本 の 作 業 療
法 士 は ,  どの 程 度自ら実 施 し て い る か を確認す る た め ,  作 業 療 法 評
価 と他部 門 評 価 と も に同じ選択肢を 示 すこと と し た .  ま た 作 業 療 法
評 価 は ,  動作分析や情報収集など ,  標 準 化 さ れ た 評 価以外も含ま れ
る 事 を想定し ,  該当す る 評 価 が選択肢に な い場合 ,  自由記述に て 回
答 す ること も可能と し た .  回 答集約後 ,  エディシ ョ ン の違い が ,  不
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明確な 回 答 が あ っ た た め ,  ウェクスラー式知能検 査 とフロスティッ
グ視 知 覚 発 達 検 査 につい て は ,  エディシ ョ ン の違い を含め て集計し
た .   
5.分 析 方 法  
本 研 究 の分析は , 頻出回 答 の定量的 検討と , 各作 業 療 法 士 の使用
評 価 の 組 み 合 わ せや , 自由記述に よ る 回 答 も含め た定性的 検討の 双
方 が必要 と考え , 双 方 を接合アプローチと し て分析に 組 み込むこと
が可能な , 計量テキスト分析を使用 し た . 計量テキスト分析と は , 
恣意的 に な りうる操作 を排除し , 計量的分析手法 を 用 い て , データ
の整理や探索的 な内容分析を 行う手法 で あ る 1 8 ). これ に 基づき , 
本 研 究 で は 評 価 の 全体像を探るべく , 発 達 障 害 児 に 対 し , 各回 答者
が使用 し た 評 価 の 組 み 合 わ せや , 回 答者間 で共通 し た 評 価 の 組 み 合
わ せ を , 探索的 かつ自動に 発 見 , 分類す ること が できるデータ要約
の手法 を 用 い , 計量テキスト分析の第一段階 , Correlational アプ
ローチの手法 で , 頻出評 価 の抽出と , 多変量解析に よ る共起ネット
ワーク図を 作 成 し た . 共起ネットワーク図で は , 探索的 に強く 結 び
つきの あ る 評 価 を自動検出し , グループ分けを 行うサブグラフ検出
を 実 施 し た . 出現数 の 多 い語の円が 大きく , ま た共起関係が強いほ
ど Jaccard 係数 に 基づき線を太く 示 し た . 統計処理 は KHcoder3 
for Mac OS と R3.5.1 for Mac OS を 利 用 し た . 
 9 
6.倫 理 的 配 慮   
本 研 究 で は 研 究 対 象者の 回 答 用 紙 の返信 , ま た はオンライン 回 答
を も っ て , 研 究 の同意を得た も の と し た . 
な お 本 研 究 は , 2018 年 度首都 大 学 東 京荒川キャンパス研 究安全倫
理委員会 の承認（承認番号 18004）を得て 実 施 し た . 
結 果  
1.有 効 回 答  
 全 都道府県に 質 問 紙 を 発送し , 44 都道府県に勤務す る 作 業 療 法 士
よ り 回 答 を得た . 有 効 回 答 は , オンライン 回 答 の誤入力を除き ,324
件 で ,有 効 回 答 率 は 20.3%で あ っ た . 
2.回 答 者 の 職 務 状 況 等 属 性  
平 成 29 年 度 の 回 答者の 職務状況等属性を表１で 示 す . 回 答者の性
別 は男性 102 名 , 女性 222 名 で , 平均年齢は 37.5 歳だっ た . ま た
作 業 療 法 士経験年 数 の 平均は 14.9 年 で , 発 達領域勤務経験年 数 の
平均は 11.1 年 で あ っ た . 回 答者の所属施 設 は , 病院や診療所等
医 療 法 関 連 施 設 が 137 名 , 児 童 福 祉 法 関 連 施 設 よ り 障 害 児 通所施 設
（福 祉型 ,医 療型）が 160 名 , 作 業 療 法 士養成 校 , 特 別 支 援 学 校 , 保
育園 , 訪問看護ステ ー シ ョ ン , 就労支 援 事 業所など ,その他施 設 に
所属す る者が 22 名だっ た . 
 平 成 29 年 度 に 回 答者が 最 も担当し た疾患は 発 達 障 害（自閉スペク
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トラム症 /限局性学習障 害等）が 219 件 (67.6%)を占め , つい で脳
性麻痺 48 件 (14.8%), 重症心身障 害 22 件（ 6.8%） , 精神遅滞／知
的 障 害 19 件（ 5.9％）で , 対 象 児 の国籍 は , 292 件 (90.1%)が 日 本 で
あ っ た . 作 業 療 法サー ビス種別 は , 医 療 法 関 連 施 設 で は外来診療 で
作 業 療 法 を提供し た 回 答 が 198 件（ 61.1%）と 最 も 多 く , 児 童 福 祉 施
設 で は 通所で の 実 施 が 105 件 (32.4%)と 多 か っ た . 双 方 と も 実 施状
況は個別 作 業 療 法 が中心で あ り , 継続し て一定期 間担当す る個別 作
業 療 法 が 245 件 (75.6%)を占め る が , 評 価／相談目 的 など , 回 数制
限と 目 的 を当初よ り定め て 関 わ る個別 作 業 療 法 も 163 件（ 50.3％）
あ っ た . ま た 教 育委員会等の独自事 業 に 参 加 し , 小 学 校等の訪問 支
援 を 実 施 し た と す る 回 答 は 18 件 (5.5%)あ っ た .さらに集団療 育 で の
支 援やコンサルテ ー シ ョ ン 業務も 実 施 さ れ て い た . 
3.就 学 支 援 を 目 的 と し た 作 業 療 法  
設 問「 発 達 障 害 児：幼児 に 対 す る就学 支 援 を 目 的 と し た 作 業 療 法 に
つい て 」 の 結 果 を表 2 に 示 す . 実 施 し た者は 全 回 答者の内 258 名だ
っ た . 使用 し た 作 業 療 法 評 価 , 参考と し た他部 門 評 価 の頻出回 答 を
表 5 で 示 す . 最 も使用 し た 評 価 は 「 感 覚 統 合 理 論 に よ る 臨 床 観 察項
目 」で , つい で「 DTVP フロスティッグ視 知 覚 発 達 検 査 」だっ た . ま
た 最 も 参考と し た他部 門 評 価 は 「 WISC-知能検 査 」 で ,つい で 「新版
K 式発 達 検 査 2001」 で あ っ た . 
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対 象 児 に 対 す る 作 業 療 法 で , 評 価 を 活 用 し「再評 価 を 実 施 し た 」と
す る 回 答 は 98 件 (37.9%)で , 評 価 を 利 用 せず ,「 臨 床 観 察 に て再評
価 と し た 」 は 132 件（ 51.1％） , 「再評 価 を 実 施 し な い 」 は 22 件
（ 8.5%）だっ た . 
ま た 作 業 療 法 の終了基 準 は複数 回 答 を可と し た が , 上位の頻出回
答 は 「就学 を持っ て終了」 が 153 件（ 59.3%） ,「 家族の 要望に て終
了」が 139 件 (53.9％ ), 「 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ンゴールの 達 成 」が 132
件 (51.2％ )で あ っ た . 
4.学 校 適 応 支 援 を 目 的 と し た 作 業 療 法  
設 問 「Ⅲ .発 達 障 害 児：学齢児 に 対 す る 学 校 適 応 支 援 を 目 的 と し た
作 業 療 法 につい て 」 の 結 果 を表 3 に 示 す . 実 施 し た者は 216 名だっ
た . 使用 し た 作 業 療 法 評 価 , 参考と し た他部 門 評 価 の頻出回 答 を表
5 で 示 す . 最 も使用 さ れ た 評 価 は , 他部 門 評 価 も含め幼児 と同じで
あ っ た . 
評 価 を 活 用 し 「再評 価 を 実 施 し た 」 と す る 回 答 は 66 件 (30.5%)で ,
評 価 を 利 用 せず「 臨 床 観 察 に て再評 価 と し た 」は 118 件（ 54.6％）, 
「再評 価 を 実 施 し な い 」 は 27 件（ 12.5%）だっ た . 
作 業 療 法 の終了基 準 の上位の頻出回 答 は「 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ンゴー
ルの 達 成 」 が 107 件 (49.5％ ),「 家族の 要望に て終了」 が 102 件
(47.2％ ),「 医師の指示 」 が 94 件 (43.5%)だっ た . 
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5.発 達 障 害 児 の 作 業 療 法 に 使 用 さ れ た 評 価  
 図 1, 2 の共起ネットワーク図よ り , 幼児 と 学齢児 と も に出現数
が 多 い 評 価 に よ る構造を 示 す . 幼児 はサブグラフが 6, 学齢児 は
サブグラフが 8 抽出さ れ た . 最 も出現数 が 多 い構造は 感 覚 統 合 理
論 を 基 盤 と す る 評 価 と , 「 DTVP フロスティッグ視 知 覚 発 達 検 査 」,
「グッドイナフ人物画知能検 査（ DAM）」の共起関係で あ っ た . これ
に幼児 は「 SM 社会生活能力検 査 」, 学齢で は ビジョ ン・アセスメン
トで あ る「 WAVES」が 加 わ っ て い た . つい で出現数 の 多 い 評 価 の構造
と し て , 幼児 は「 WISC-知能検 査 」,「新版 K 式発 達 検 査 2001」と「 適
応 行動尺度 ABS」 , 学齢児 で は , 「 WISC 知能検 査 」 と 「 S-M 社会生
活能力検 査 」など , 知 的能力と 適 応状況に 関 わ る 評 価 が共起関係で
あ っ た . 
考 察  
1.回 答 者 の 職 務 状 況 等 属 性  
本 研 究 と同時期 の 日 本 作 業 療 法 士 協 会 会員数 は 57,960 人 で あ っ た
こと から 1 9 ）, 協 会所属者の内 2.7％が 発 達 障 害 に携わ っ て い た と い
える . し か し 協 会 の 専 門分野コード「 03 発 達 障 害 」は , 児 童 と 成 人
の区分が明確で は な く , 就労支 援 事 業所など成 人 の 発 達 障 害者施 設
に勤務す る者も含ま れ て お り , 日 本 に お い て 発 達 障 害 児 に携わ る 作
業 療 法 士 の割合 は 少 な い . ま た 作 業 療 法 士経験年 数 の 平均は 14.9
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年 で あ っ た が , 発 達領域 作 業 療 法 の経験年 数 の 平均は 11.1 年 で あ
り , 発 達領域以外の経験を もつ作 業 療 法 士 が一定数携わ っ て い る . 
近 年 障 害 児 通所施 設 の枠組 み は , 法制度 の改定に よ り 多様なサー
ビスが求められ て お り 2 0 ), 本 研 究 の 結 果 からも 作 業 療 法サー ビス
は , 対 象 児 に 対 す る個別 作 業 療 法 に 加え , 児 童 発 達 支 援センター
に おける集団療 育 , 保育園・学 校等への訪問 支 援 , そし てコンサル
テ ー シ ョ ン 業務など , 要望に 応える 実践が 行 わ れ て い た . 現在 , 支
援 対 象 の 学 校種別 は 特 別 支 援 学 校 から通 常 小 学 校へ拡が り 7 ), 作 業
療 法 の 教 育 関 連領域 の 職 域 は拡大 し て い る . し か し 学 校への訪問 支
援 と な る と , 本 研 究 の 回 答 で は 18 件（ 5.5%）で あ り , 通 常 学 級 に
おける 作 業 療 法 支 援 は , 未だ全国的 に は一般的 で は な い 事 が考えら
れ る . ま た 児 童 福 祉 法 関 連 施 設 に所属す る 作 業 療 法 士以外に , 病院
や診療所など , 医 療 法 関 連 施 設 に勤務す る者も , 通 常 学 級 に 通う発
達 障 害 児 の 作 業 療 法 を担っ て い た . 
2.発 達 障 害 児 の 作 業 療 法 の 使 用 さ れ た 評 価  
共起ネットワーク図から , 日 本 の 作 業 療 法 士 の 多 く は 発 達 障 害 児
の 学 校 適 応 支 援 に際し て , 感 覚 統 合 理 論 を 基 盤 と す る 評 価 , 視 知 覚
発 達 検 査 , そし て 人物画知能検 査 を 実 施 し て お り , これ に 知 的能力
と 適 応状況の 評 価 を 実 施 , ま た は他部 門 評 価 から参考と し て い るこ
と が現れ た . し か し頻出評 価 間 の Jaccard 係数 は 0.4 以下と弱く , 
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強い共起関係を 示 す 評 価群は出現数 が低い 結 果 で あ っ た . その た め ,
一部 施 設 で は 組 み 合 わ せ て 実 施 す る 評 価セットを もつが , 多 く の 評
価 は , これら頻出評 価 を 組 み 合 わ せ て 行うの で は な く , 事例に 合 わ
せ て頻出評 価 よ り選択し , 実 施 し て い る と考えられ る . 
発 達 障 害 児 に 対 す る 作 業 療 法サー ビスに , 目 的 を焦点化 し , 短期
間 関 わ る個別 作 業 療 法サー ビスが現れ た が (表 1), 出現数 の 少 な い
評 価 からは , 幼児 , 学齢児 と も に , 自閉スペクトラム症の 特性の 評
価 と , 発 達 評 価 のサブグラフ , あ る い は自閉スペクトラム症の 特性
の 評 価 と , 社会 適 応／適 応 行動の 評 価 のサブグラフが現れ た . これ
らに は , 近 年 日 本 で 標 準 化 さ れ た世界基 準 の 評 価や , 新し く開発 さ
れ た 評 価 が 多 く含ま れ て お り , 発 達 障 害 児 の 評 価 に , こうし た新し
い 評 価 を 組 み 合 わ せ , 検討す る試み が始ま っ て い る 事 が考えられ る . 
ま た「 感 覚 統 合 理 論 に よ る 臨 床 観 察 」が 最 も頻出す る 評 価 で あ るこ
とや , 対 象 年齢が 6 歳 2 ヶ月 ま で の 日 本版ミラー幼児 発 達スクリ ー
ニング検 査 が 学齢児 の 評 価 で も 多 く 利 用 さ れ て い た が , これらは 日
本 の 作 業 療 法 士 が長く 発 達 障 害 児 のスクリ ーニング検 査 と し て使用
し てきた 評 価 で あ り 2 1 ） , 日 本 の 作 業 療 法 士 は , 対 象 児 の 学 校 参 加
に 適 応 的変化 を促す た め に , これら全体的 な 評 価や臨 床 観 察 が , 主
訴に焦点化 し た 評 価 の前に , 有 用 で あ る と捉えて い ること が考えら
れ る .  
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結 論  
本 研 究 の 結 果 よ り ,日 本 の 発 達 障 害 児 の 作 業 療 法 は ,医 療 法 関 連 施
設 , お よ び 児 童 福 祉 法 関 連 施 設 の 双 方 で 実 施 さ れ , 発 達 障 害 児 の 学
校 適 応 支 援 を 目 的 と し た 評 価 の 多 く は , 感 覚 統 合 理 論 を 基 盤 と し た
評 価 と DTVP フロスティッグ視 知 覚 発 達 検 査 が 実 施 さ れ て い た . ま
た 最 も 利 用 さ れ た 評 価 は , 再評 価 を含め 臨 床 観 察 で ,標 準 化 し た 評
価 の 活 用 は 少 な か っ た . 
本 研 究 の 限 界 と 課 題  
本 研 究 の 有 効 回 答 率 は 20.3％と低く , 日 本 作 業 療 法 士 協 会 の 検索
コードに よ る 専 門分野「 03 発 達 障 害 」は 成 人 の 発 達 障 害者も含ま れ
て い る . ま た 日 本 作 業 療 法 士 協 会 に所属し て い な い 作 業 療 法 士 も 多
く 1 9 ), 本 研 究 の 研 究 対 象者の公募方 法 に お い て 日 本 作 業 療 法 士 協
会 に未所属の 作 業 療 法 士 に 対 す る 検討が必要 で あ っ た . ま た 結 果 の
考察 に は , 発 達領域 の 作 業 療 法 士 に よ るフォーマルコンセンサスな
どの過程 が必要 と な る . 
謝 辞 : 本 研 究 の 実 施 に あ た り , 調 査 にご協力い ただきま し た一般
社団法 人 日 本 作 業 療 法 士 協 会 と , 発 達領域 の 作 業 療 法 士 の皆様に深
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Occupational therapy evaluation for school adaptation of children 
with neurodevelopmental disorders in Japan 
Abstract 
This study aimed to investigate the actual conditions of occupational therapy evaluation 
for school adaptation of children with neurodevelopmental disorders in Japan. The study 
took place from   April 1st, 2017 to March 31st, 2018, and selected children were enrolled 
in a regular elementary school class and received special needs support.  An original 
questionnaire was mailed to 1,594 Japanese occupational therapists specializing in 
“Clinical” and “Neurodevelopmental Disorders” who were registered with the Japanese 
Association of Occupational Therapists. There were 324 respondents (response rate, 
20.3%). Occupational therapy was performed for children with neurodevelopmental 
disorders in both medical institutions and day-care facilities including medical and 
welfare types. Preschool- and school-age children were frequently evaluated based on 
sensory integration theory; these occupational therapy evaluations involved   a 
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developmental test of visual perception. Furthermore, such evaluations were mostly used 
for clinical observation. The use of standardized assessment was limited. 
Key words: Neurodevelopmental disorders, Special needs education, Adaptation 
evaluation, Participation, Occupational therapy 
 
